
鳥類等被害防止用可燃ごみ袋の規格に関する要綱 

 

制定 平成 20年 12 月 22 日部長決定 要綱第 142 号 

改正  令和４年１月 4日部長決定  要綱第 ５号 

 

（目的） 

第 1条 この要綱は、鳥類または獣類による可燃物の散乱等の防止に資すると認められる袋（以下「鳥

類等被害防止用可燃ごみ袋」という。）について、これを認定し、推奨することにより、公衆衛生の向上

を図ることを目的とする。 

 

（認定品の使用の推奨） 

第 2条 区長は、鳥類等被害防止用可燃ごみ袋について、これを認定し、区民に推奨する。 

 

（規格） 

第 3条 鳥類等被害防止用可燃ごみ袋の規格は次に揚げるとおりとする。 

 （1）材質 

    塩素系プラスチックを除いたポリエチレン製等で、有害重金属を含まないもの。 

 （2）強度（引張強度） 

    ア 低密度ポリエチレン 

       縦方向 １６．７メガパスカル以上 

       横方向 １１．８メガパスカル以上 

    イ その他の材質 

       縦方向 ２９．４メガパスカル以上 

       横方向 １９．６メガパスカル以上 

      （ＪＩＳ Ｚ１７０２包装用ポリエチレンフィルムの引張強度試験に準拠すること） 

 (3) 大きさ（袋の容量） ９０リットル以下 

 (4) 透明度 内容物が識別できる程度 

 (5) 色 

     着色する場合は、ヘーズ（曇価）が８０％以下である（ＪＩＳ Ｋ７１３６－透明材料のヘー

ズの求め方に準拠すること）こと。 

(6) 性能 

   鳥類または獣類による可燃ごみの散乱等の被害を防止する効果を有すること。 

 



（申請手続） 

第４条 区長の推奨を受けようとする者は、申請書（第１号様式）により理由書を添付して区長に申請

しなければならない。 

２ 前項の申請書には、前条第１号、第２号、第５号および第６号に揚げる事項に関する当該製品の検

査結果書、製品見本その他区長が必要と認める資料を添付しなければならない。 

ただし、同条第１号又は第５号に揚げる事項に係る検査結果書については、区長が認める場合は省略す

ることができる。 

３ 前項の検査結果書には、推奨を受けようとする者およびその関係者以外の第三者機関が発行した証

明書を添付しなければならない。この場合において、証明書は、申請日前６ヶ月以内に発行されたもの

とする。 

 

（認定書の交付） 

第５条 区長は、第２条の規定による認定を行った場合には、推奨番号を付した認定書（第２号様式）

を申請者に交付するものとする。 

 

（表示） 

第６条 認定を受けた者が、推奨の認定を受けた製品を製造または販売する場合には、当該製品および

当該製品の包装に、品川区が推奨する製品である旨の表示をしなければならない。 

 

（変更手続） 

第７条 認定を受けた者が、次の事項を変更する場合は、区長に変更届（第３号様式）を提出するもの

とする。 

(1) 認定を受けた者の住所または氏名 

(2) 推奨の認定を受けた製品の容量、強度および表示事項 

２ 前項第２号に定めるもののうち、強度に関する変更届には、第４条第２項および第３項に定める検

査結果書を添付しなければならない。 

 

（廃止手続） 

第８条 認定を受けた者が、推奨の認定を受けた製品の製造または販売を中止した場合は、区長に当該

製品の廃止届（様式４号）を提出するものとする。 

 

（認定の取消し等） 

第１０条 区長は、認定を受けた者が認定した規格に適合しない製品を推奨の認定を受けた製品として



製造または販売した場合は、その製品の認定を取り消し、当該事実を公表することができる。 

２ 認定を受けた者が前項の規定によりその製品の認定を取り消された場合は、直ちに区長に認定書を

返還しなければならない。 

３ 区長は、第１項の規定により認定を取り消された者または推奨の認定を受けていない製品を推奨の

認定を受けた製品として製造または販売した者に対し、推奨の認定を取り消した日またはその事実が判

明した日から２年間推奨を行わないものとする。 

 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２１年４月１日から適用する。ただし、第４条の規定による申請手続および第５

条の規定による認定書の交付については、平成２１年４月１日（以下「適用日」という。）前においても

行うことができる。 

 

（経過措置） 

２ 適用日前に品川区可燃ごみを収納する袋の特例認定に関する要綱（平成１９年要綱第１０号）に基

づき行われた推奨品の特例認定、特例認定通知書の交付、変更手続および認定の取消しについては、こ

の要綱の相当規定により推奨品の認定、認定書の交付、変更手続および認定の取消しがなされたものと

みなす。 


